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付　　議　　事　　件 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第 4 回定例会 

 番号 事　　　　　件　　　　　名 提案者 ﾍﾟｰｼﾞ

 
1

専決処分の承認を求めることについて（令和 6 年

度さくら市一般会計補正予算（第 5 号））
市　長 P  4

 
2 さくら市学校給食センター条例の制定について 〃 P 23

 
3

地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関

係条例の整理に関する条例の制定について
〃 P 26

 
4 さくら市国民健康保険条例の一部改正について 〃 P 28

 
5 さくら市図書館条例の一部改正について 〃 P 30

 
6

さくら市水道事業及び下水道事業の設置等に関す

る条例の一部改正について
〃 P 31

 
7 さくら市水道法施行条例の一部改正について 〃 P 32

 
8 令和 6 年度さくら市一般会計補正予算（第 6 号） 〃 P 35

 
9

令和 6 年度さくら市後期高齢者医療特別会計補正

予算（第 1 号）
〃 P 71

 
10

令和 6年度さくら市介護保険特別会計補正予算（第

2 号）
〃 P 81

 
11

令和 6 年度さくら市下水道事業会計補正予算（第 1

号）
〃 P 96

 
12 指定管理者の指定について 〃 P 98

 
13 市道路線の認定について 〃 P 99

 諮問 

１
人権擁護委員候補者の推薦について 〃 P100

 報告 

１

専決処分事項の報告について（損害賠償の額の決

定）
〃 P101

 報告 

2

専決処分事項の報告について（損害賠償の額の決

定）
〃 P103
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番号 事 件 名 提案者 ﾍﾟｰｼﾞ

 報告 

3

専決処分事項の報告について（損害賠償の額の決

定）
市　長 P105
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議案第 1 号  

 

 

　　　専決処分の承認を求めることについて  

 

 

　地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 179 条第 1 項の規定により、

下記事項について別紙のとおり専決処分したので、同条第 3 項の規定に

よりこれを報告し承認を求める。  

 

記  

 

専決処分第 17 号　令和 6 年度さくら市一般会計補正予算（第 5 号）  

 

 

　　令和 6 年 11 月 28 日提出  

 

 

さくら市長　　뤷 塚 隆 志
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専決処分第 17 号 専決処分書

令和 6 年度さくら市一般会計補正予算（第 5 号）

令和 6 年度さくら市の一般会計の補正予算（第 5 号）は、次に定める

ところによる ｡

（歳入歳出予算の補正）

第 1 条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 1,917 万 5 千円

を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 224 億 5,009 万 5

千円とする。

2 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補

正後の歳入歳出予算の金額は、「第 1 表 歳入歳出予算補正」による。

令和 6 年 10 月 9 日

さくら市長 뤷 塚 隆 志
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令和6年度さくら市一般会計補正予算
（第5号）に関する説明書
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( )

( )

( )

( )

給　与　費　明　細　書

１　特別職

（単位：千円）

給　与　費

職員数 期末手当

　（人） 年間支給率(月分)

11,003

3.35

23,790

3.35

その他の

特 別 職

11,003

3.35

23,790

3.35

その他の

特 別 職

その他の

特 別 職

区　分 共済費 合　計
報　酬 給　料

その他
の手当

計

長　等 3 27,180 372 38,555 7,301 45,856

議　員 18 74,100 97,890 21,518 119,408

1,287 82,584 82,584 82,584

計 1,308 156,684 27,180 34,793 372 219,029 28,819 247,848

長　等 3 27,180 372 38,555 7,301 45,856

議　員 18 74,100 97,890 21,518 119,408

1,117 80,723 80,723 80,723

計 1,138 154,823 27,180 34,793 372 217,168 28,819 245,987

長　等 0 0 0 0 0 0 0

議　員 0 0 0 0 0 0

170 1,861 1,861 1,861

計 170 1,861 0 0 0 1,861 0 1,861

補
正
後

補
正
前

比

較
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( )

( )

( )

２　一般職

（１）総括

（単位：千円）

職員数 給　与　費

　　（人） 報　酬 給　料 職員手当 計

241

346

241

346

0

0

（単位：千円）

補正後 26,563 35,707 19,450 919 137,488 2,265

補正前 26,563 35,707 19,450 919 129,924 2,265

比　較 0 0 0 0 7,564 0

職員手当

補正後 41,647 343,005 293,417 20,810 0 638

の 内 訳 補正前 41,647 343,005 293,417 20,810 0 331

比　較 0 0 0 0 0 307

補正後 0 0

補正前 0 0

比　較 0 0

備考　（　　）内は、短時間勤務職員について外書き。

区　分 共済費 合　計 備考

補正後 424,183 1,246,011 921,909 2,592,103 515,465 3,107,568

補正前 424,183 1,246,011 914,038 2,584,232 515,465 3,099,697

比　較 0 0 7,871 7,871 0 7,871

区　分 扶養手当 通勤手当 住居手当
特殊勤務

手当
時間外勤務

手当
宿日直手当

区　分 管理職手当 期末手当 勤勉手当 児童手当
単身赴任
手当

管理職特別
勤務手当

区　分 地域手当 寒冷地手当
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( )

( )

( )

　ア　会計年度任用職員以外の職員

（単位：千円）

職員数 給　与　費

　　（人） 報　酬 給　料 職員手当 計

2

320

2

320

0

0

（単位：千円）

補正後 26,563 19,846 19,450 919 133,661 2,265

補正前 26,563 19,846 19,450 919 126,097 2,265

比　較 0 0 0 0 7,564 0

職員手当

補正後 41,647 253,088 217,050 20,810 0 638

の 内 訳 補正前 41,647 253,088 217,050 20,810 0 331

比　較 0 0 0 0 0 307

補正後 0 0

補正前 0 0

比　較 0 0

備考　（　　）内は、短時間勤務職員について外書き。

区　分 共済費 合　計 備考

補正後 0 1,175,993 735,937 1,911,930 394,565 2,306,495

補正前 0 1,175,993 728,066 1,904,059 394,565 2,298,624

比　較 0 0 7,871 7,871 0 7,871

区　分 扶養手当 通勤手当 住居手当
特殊勤務

手当
時間外勤務

手当
宿日直手当

区　分 管理職手当 期末手当 勤勉手当 児童手当
単身赴任
手当

管理職特別
勤務手当

区　分 地域手当 寒冷地手当
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議案第2号 

 

 

さくら市学校給食センター条例の制定について 

 

 

さくら市学校給食センター条例を次のように定める。 

 

 

　　令和 6 年 11 月 28 日提出 

 

 

さくら市長　　뤷 塚 隆 志　　　 

 

 

さくら市条例第　号 

 

さくら市学校給食センター条例 

 

（設置） 

第 1 条　学校給食法（昭和 29 年法律第 160 号。第 4 条において「法」と

いう。）第 6 条の規定に基づき、さくら市立学校（さくら市立学校の

設置に関する条例（平成 17 年さくら市条例第 89 号）第 1 条に規定す

るさくら市立学校をいう。第 4 条において同じ。）の学校給食の実施

に必要な施設として、さくら市学校給食センター（以下「給食センター」

という。）を設置する。 

（位置） 

第 2 条　給食センターの位置は、さくら市鷲宿 4432 番地 2 とする。 

（職員） 

第 3 条　給食センターに所長、栄養教諭又は栄養士その他必要な職員を

置く。 

（運営委員会） 

第 4 条　給食センターの運営を適正かつ円滑に行うため、さくら市学校

給食センター運営委員会（以下この条において「運営委員会」という。）
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を置く。 

2　運営委員会は、運営委員会の委員（以下「委員」という。）15 人以内

で組織する。 

3　さくら市教育委員会（以下「教育委員会」という。）は、次に掲げる

者のうちから委員に委嘱又は任命する。 

(1)　教育長 

(2)　教育委員会の委員 

(3)　さくら市立学校の校長のうちから教育長が指定する者 

(4)　ＰＴＡ（さくら市立学校に在学する児童又は生徒の保護者及び当

該さくら市立学校の教職員で構成される団体又はその連合体をいう。）

の代表者 

(5)　学識経験者 

(6)　前各号に掲げる者のほか、教育委員会が必要と認める者 

4　委員の任期は、1 年とし、再任を妨げない。ただし、委員が欠けた場

合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

5　運営委員会に会長を置き、教育長をもって充てる。 

6　運営委員会に副会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

7　運営委員会に監査 2 人を置き、委員の互選によりこれを定める。 

8　会長は、会務を総理し、運営委員会を代表する。 

9　副会長は、会務を補佐し、会長に事故あるときは、その職務を代理す

る。 

10　監査は、法第 11 条第 2 項に規定する学校給食費について監査する。 

11　運営委員会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集する。 

12　会長は、会議の議長となる。 

13　会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のと

きは、議長の決するところによる。 

14　会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者に会議への出席

を求め、その説明若しくは意見を聴き、又は資料の提出を求めること

ができる。 

15　委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退い

た後も同様とする。 

16　前各項に規定するもののほか、運営委員会の組織及び運営に関し必

要な事項は、教育委員会が別に定める。 

（委任） 

-24-



第 5 条　この条例の施行に関し必要な事項は、教育委員会が別に定める。 

附　則 

（施行期日） 

1　この条例は、令和 7 年 8 月 1 日から施行する。ただし、次項及び第 3

項の規定は、公布の日から施行する。 

　（準備行為） 

2　この条例の施行のために必要な準備行為は、この条例の施行の日前に

おいても行うことができる。 

（さくら市体育施設条例の一部改正） 

3　さくら市体育施設条例（平成 17 年さくら市条例第 99 号）の一部を次

のように改正する。 

別表第 1 さくら市鷲宿運動場の項を削る。 

別表第 2 さくら市鷲宿運動場の項を削る。 

（さくら市喜連川給食センター条例の廃止） 

4　さくら市喜連川給食センター条例（平成 17 年さくら市条例第 91 号）

は、廃止する。
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議 案 第 3号  

 

 

地 方 自 治 法 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 の 施 行 に 伴 う 関 係 条 例 の

整 理 に 関 す る 条 例 の 制 定 に つ い て  

 

 

地 方 自 治 法 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 の 施 行 に 伴 う 関 係 条 例 の 整

理 に 関 す る 条 例 を 次 の よ う に 定 め る 。  

 

 

令 和 6年 11月 28日 提 出  

 

 

さ く ら 市 長 　 　 뤷  塚  隆  志  

 

 

さ く ら 市 条 例 第 　 号  

 

地 方 自 治 法 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 の 施 行 に 伴 う 関 係 条 例 の

整 理 に 関 す る 条 例  

 

　 （ さ く ら 市 監 査 委 員 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 ）  

第 1条 　 さ く ら 市 監 査 委 員 に 関 す る 条 例 （ 平 成 17年 さ く ら 市 条 例

第 26号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

第 2条 中 「 第 243条 の 2の 8第 3項 」 を 「 第 243条 の 2の 9第 3項 」

に 改 め る 。  

　 （ さ く ら 市 水 道 事 業 及 び 下 水 道 事 業 の 設 置 等 に 関 す る 条 例 の

一 部 改 正 ）  

第 2条 　 さ く ら 市 水 道 事 業 及 び 下 水 道 事 業 の 設 置 等 に 関 す る 条 例

（ 平 成 17年 さ く ら 市 条 例 第 164号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す

る 。  

第 6条 中 「 第 243条 の 2の 8第 8項 」 を 「 第 243条 の 2の 9第 8項 」

に 改 め る 。  
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　 （ さ く ら 市 長 等 の 損 害 賠 償 責 任 の 一 部 免 責 に 関 す る 条 例 の 一

部 改 正 ）  

第 3条 　 さ く ら 市 長 等 の 損 害 賠 償 責 任 の 一 部 免 責 に 関 す る 条 例

（ 令 和 5年 さ く ら 市 条 例 第 28号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。 

第 1条 中 「 法 第 243条 の 2の 8第 3項 」 を 「 法 第 243条 の 2の 9第 3

項 」 に 改 め る 。  

附 　 則  

こ の 条 例 は 、 地 方 自 治 法 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 （ 令 和 6年 法 律

第 65号 ） 附 則 第 1条 第 3号 に 定 め る 日 か ら 施 行 す る 。
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議 案 第 4号  

 

 

さ く ら 市 国 民 健 康 保 険 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て  

 

 

さ く ら 市 国 民 健 康 保 険 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う に

定 め る 。  

 

 

令 和 6年 11月 28日 提 出  

 

 

さ く ら 市 長 　 　 뤷  塚  隆  志 　 　 　  

 

 

さ く ら 市 条 例 第 　 号  

 

さ く ら 市 国 民 健 康 保 険 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例  

 

第 1条 　 さ く ら 市 国 民 健 康 保 険 条 例 （ 平 成 17年 さ く ら 市 条 例 第

121号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

第 16条 中 「 第 9項 」 を 「 第 5項 」 に 、 「 若 し く は 虚 偽 の 届 出 を し

た 場 合 又 は 同 条 第 3項 若 し く は 第 4項 の 規 定 に よ り 被 保 険 者 の 返

還 を 求 め ら れ て こ れ に 応 じ な い 」 を 「 又 は 虚 偽 の 届 出 を し た 」

に 改 め る 。  

附 　 則  

（ 施 行 期 日 ）  

1　 こ の 条 例 は 、 令 和 6年 12月 2日 か ら 施 行 す る 。  

（ 経 過 措 置 ）  

2　 こ の 条 例 の 施 行 の 日 前 に し た 行 為 及 び 行 政 手 続 に お け る 特 定

の 個 人 を 識 別 す る た め の 番 号 の 利 用 等 に 関 す る 法 律 等 の 一 部 を

改 正 す る 法 律 の 一 部 の 施 行 に 伴 う 関 係 政 令 の 整 備 等 及 び 経 過 措

置 に 関 す る 政 令 （ 令 和 6年 政 令 第 260号 ） 第 9条 の 規 定 に よ り な
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お 従 前 の 例 に よ る こ と と さ れ る 場 合 に お け る こ の 条 例 の 施 行 の

日 以 後 に し た 行 為 に 対 す る 罰 則 の 適 用 に つ い て は 、 な お 従 前 の

例 に よ る 。
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議案第 5 号 

 

 

さくら市図書館条例の一部改正について 

 

 

さくら市図書館条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

 

　　令和 6 年 11 月 28 日提出 

 

 

さくら市長　　뤷 塚 隆 志　　　 

 

 

さくら市条例第　号 

 

さくら市図書館条例の一部を改正する条例 

 

さくら市図書館条例（平成 17 年さくら市条例第 94 号）の一部を次の

ように改正する。 

第 4 条の表を次のように改める。 

　　　附　則 

この条例は、公布の日から施行する。

 区分 開館時間 休館日

 さ く ら 市 氏

家図書館

午前 9時から

午後 7時まで

(1)　毎月第 2 金曜日及び第 4 金曜日 

(2)　12 月 29 日から翌年 1 月 3 日まで 

(3)　特別整理期間（年 10 日以内）

 さ く ら 市 喜

連川図書館

(1)　毎月第 1 月曜日、第 3 月曜日及び

第 5 月曜日 

(2)　12 月 29 日から翌年 1 月 3 日まで 

(3)　特別整理期間（年 10 日以内）
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議 案 第 6号  

 

 

さ く ら 市 水 道 事 業 及 び 下 水 道 事 業 の 設 置 等 に 関 す る 条 例 の  

一 部 改 正 に つ い て  

 

 

さ く ら 市 水 道 事 業 及 び 下 水 道 事 業 の 設 置 等 に 関 す る 条 例 の 一 部

を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う に 定 め る 。  

 

 

　 　 令 和 6年 11月 28日 提 出  

 

 

さ く ら 市 長 　 　 뤷  塚  隆  志 　 　 　  

 

 

さ く ら 市 条 例 第 　 号  

 

さ く ら 市 水 道 事 業 及 び 下 水 道 事 業 の 設 置 等 に 関 す る 条 例 の  

一 部 を 改 正 す る 条 例  

 

さ く ら 市 水 道 事 業 及 び 下 水 道 事 業 の 設 置 等 に 関 す る 条 例 （ 平 成

17年 さ く ら 市 条 例 第 164号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

別 表 上 水 道 の 項 中 「 4万 5,60 0 人 」 を 「 4万 900 人 」 に 、 「 1万

9,700立 方 メ ー ト ル 」 を 「 1万 8,6 00立 方 メ ー ト ル 」 に 改 め る 。  

附 　 則  

こ の 条 例 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。
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議 案 第 7号  

 

 

さ く ら 市 水 道 法 施 行 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て  

 

 

さ く ら 市 水 道 法 施 行 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う に 定

め る 。  

 

 

令 和 6年 11月 28日 提 出  

 

 

さ く ら 市 長 　 　 뤷  塚  隆  志 　 　 　  

 

 

さ く ら 市 条 例 第 　 号  

 

さ く ら 市 水 道 法 施 行 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例  

 

さ く ら 市 水 道 法 施 行 条 例 （ 平 成 24年 さ く ら 市 条 例 第 27号 ） の 一

部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

題 名 を 次 の よ う に 改 め る 。  

さ く ら 市 水 道 事 業 の 布 設 工 事 監 督 者 及 び 水 道 技 術 管 理 者 の

資 格 に 関 す る 条 例  

第 3条 第 1号 中 「 の 土 木 工 学 科 若 し く は こ れ に 相 当 す る 課 程 に お

い て 衛 生 工 学 若 し く は 水 道 工 学 に 関 す る 学 科 目 を 修 め て 卒 業 し

た 後 、 」 を 削 り 、 「 大 学 に お い て 土 木 工 学 科 若 し く は 」 を 「 大

学 に お い て 土 木 工 学 科 又 は 」 に 、 「 2年 以 上 」 を 「 1年 6月 以 上 」

に 改 め 、 同 条 第 2号 中 「 の 土 木 工 学 科 又 は こ れ 」 を 「 又 は 旧 大 学

令 に よ る 大 学 に お い て 機 械 工 学 科 若 し く は 電 気 工 学 科 又 は こ れ

ら 」 に 改 め 、 「 に お い て 衛 生 工 学 及 び 水 道 工 学 に 関 す る 学 科 目

以 外 の 学 科 目 」 を 削 り 、 「 3年 以 上 」 を 「 2年 以 上 」 に 改 め 、 同

条 第 3号 中 「 号 ） に よ る 専 門 学 校 」 の 次 に 「 （ 次 号 に お い て 「 短
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期 大 学 等 」 と い う 。 ） 」 を 、 「 修 了 し た 後 」 の 次 に 「 。 次 号 に

お い て 同 じ 。 」 を 加 え 、 「 5年 以 上 」 を 「 2年 6月 以 上 」 に 改 め 、

同 条 第 8号 中 「 1年 以 上 」 を 「 6月 以 上 」 に 、 「 も の 」 を 「 者 」 に

改 め 、 同 号 を 同 条 第 10号 と し 、 同 条 第 7号 中 「 若 し く は 第 2号 に

規 定 す る 課 程 及 び 学 科 目 又 は 第 3号 若 し く は 第 4号 に 規 定 す る 課

程 に 相 当 す る 課 程 又 は 学 科 目 」 を 「 か ら 第 6号 ま で に 規 定 す る 課

程 に 相 当 す る 課 程 」 に 改 め 、 「 最 低 経 験 年 数 」 の 次 に 「 の 2分 の

1」 を 加 え 、 同 号 を 同 条 第 9号 と し 、 同 条 第 6号 中 「 2年 以 上 」 を

「 1年 6月 以 上 」 に 、 「 も の 」 を 「 者 」 に 改 め 、 同 号 を 同 条 第 8号

と し 、 同 条 第 5号 中 「 10年 以 上 」 を 「 5年 以 上 」 に 改 め 、 同 号 を

同 条 第 7号 と し 、 同 条 第 4号 中 「 号 ） に よ る 中 等 学 校 」 の 次 に

「 （ 次 号 に お い て 「 高 等 学 校 等 」 と い う 。 ） 」 を 加 え 、 「 7年 以

上 」 を 「 3年 6月 以 上 」 に 改 め 、 同 号 を 同 条 第 5号 と し 、 同 号 の 次

に 次 の 1号 を 加 え る 。  

( 6)　 高 等 学 校 等 に お い て 機 械 科 若 し く は 電 気 科 又 は こ れ ら に

相 当 す る 課 程 を 修 め て 卒 業 し た 後 、 4年 以 上 水 道 に 関 す る 技 術

上 の 実 務 に 従 事 し た 経 験 を 有 す る 者  

第 3条 第 3号 の 次 に 次 の 1号 を 加 え る 。  

( 4)　 短 期 大 学 等 に お い て 機 械 科 若 し く は 電 気 科 又 は こ れ ら に

相 当 す る 課 程 を 修 め て 卒 業 し た 後 、 3年 以 上 水 道 に 関 す る 技 術

上 の 実 務 に 従 事 し た 経 験 を 有 す る 者  

第 3条 に 次 の 1号 を 加 え る 。  

( 11)　 建 設 業 法 施 行 令 （ 昭 和 31年 政 令 第 273号 ） 第 34条 第 1項 及

び 第 2項 の 規 定 に よ る 土 木 施 工 管 理 に 係 る 一 級 の 技 術 検 定 に 合

格 し た 者 （ 建 設 業 法 （ 昭 和 24年 法 律 第 100号 ） 第 27条 第 2項 に

規 定 す る 第 二 次 検 定 に 合 格 し た 者 に 限 る 。 次 条 第 8号 に お い て

同 じ 。 ） で あ っ て 、 1年 6月 以 上 水 道 に 関 す る 技 術 上 の 実 務 に

従 事 し た 経 験 を 有 す る 者  

第 4条 第 1号 を 次 の よ う に 改 め る 。  

( 1)　 前 条 第 1号 、 第 3号 又 は 第 5号 に 規 定 す る 学 校 に お い て 土 木

工 学 科 若 し く は 土 木 科 又 は こ れ ら に 相 当 す る 課 程 を 修 め て 卒

業 し た 後 （ 専 門 職 大 学 前 期 課 程 に あ っ て は 、 修 了 し た 後 ） 、

同 条 第 1号 に 規 定 す る 学 校 を 卒 業 し た 者 に つ い て は 1年 6月 以 上 、

同 条 第 3号 に 規 定 す る 学 校 を 卒 業 し た 者 （ 専 門 職 大 学 前 期 課 程
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に あ っ て は 、 修 了 し た 者 ） に つ い て は 2年 6月 以 上 、 同 条 第 5号

に 規 定 す る 学 校 を 卒 業 し た 者 に つ い て は 3年 6月 以 上 水 道 に 関

す る 技 術 上 の 実 務 に 従 事 し た 経 験 を 有 す る 者  

第 4条 第 2号 中 「 及 び 第 4号 」 を 「 又 は 第 5号 」 に 改 め 、 「 土 木 工

学 以 外 の 」 を 削 り 、 「 に 関 す る 学 科 目 又 は こ れ ら に 相 当 す る 学

科 目 」 を 「 の 課 程 又 は こ れ ら に 相 当 す る 課 程 （ 土 木 工 学 科 及 び

土 木 科 並 び に こ れ ら に 相 当 す る 課 程 を 除 く 。 ） 」 に 、 「 4年 以 上 」

を 「 2年 以 上 」 に 、 「 6年 以 上 」 を 「 3年 以 上 」 に 、 「 同 条 第 4号 」

を 「 同 条 第 5号 」 に 、 「 8年 以 上 」 を 「 4年 以 上 」 に 改 め 、 同 条 第

3号 中 「 10年 以 上 」 を 「 5年 以 上 」 に 改 め 、 同 条 第 4号 中 「 及 び 第

4号 」 を 「 又 は 第 5号 」 に 、 「 学 科 目 」 を 「 課 程 」 に 、 「 5年 以 上 」

を 「 2年 6月 以 上 」 に 、 「 7年 以 上 」 を 「 3年 6月 以 上 」 に 、 「 同 条

第 4号 」 を 「 同 条 第 5号 」 に 、 「 9年 以 上 」 を 「 4年 6月 以 上 」 に 改

め 、 同 条 第 5号 中 「 第 2号 」 を 「 第 1号 若 し く は 第 2号 」 に 、 「 学

科 目 」 を 「 課 程 」 に 改 め 、 「 当 該 各 号 の 」 の 次 に 「 学 校 を 」 を 、

「 最 低 経 験 年 数 」 の 次 に 「 の 2分 の 1」 を 加 え 、 同 条 に 次 の 2号 を

加 え る 。  

( 7)　 技 術 士 法 第 4条 第 1項 の 規 定 に よ る 第 二 次 試 験 の う ち 上 下

水 道 部 門 に 合 格 し た 者 （ 選 択 科 目 と し て 上 水 道 及 び 工 業 用 水

道 を 選 択 し た も の に 限 る 。 ） で あ っ て 、 6月 以 上 水 道 に 関 す る

技 術 上 の 実 務 に 従 事 し た 経 験 を 有 す る 者  

( 8)　 建 設 業 法 施 行 令 第 34条 第 1項 及 び 第 2項 の 規 定 に よ る 土 木

施 工 管 理 に 係 る 一 級 の 技 術 検 定 に 合 格 し た 者 で あ っ て 、 1年 6

月 以 上 水 道 に 関 す る 技 術 上 の 実 務 に 従 事 し た 経 験 を 有 す る 者  

附 　 則  

こ の 条 例 は 、 令 和 7年 4月 1日 か ら 施 行 す る 。
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議案第11号

令和6年度さくら市下水道事業会計補正予算（第1号）

（総則）
第1条　令和6年度さくら市下水道事業会計の補正予算（第1号）は、次に定めるところによ
　　　る。

（債務負担行為）
第2条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりとする。

事項 期間 限度額
令和6年度から
令和7年度まで

　　令和6年11月28日提出
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　さくら市長　뤷塚　隆志

汚水桝設置等業務委託 35,000千円
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（単位：千円）

債務負担行為に関する調書

期　間 金　額 期　間 金　額 営業収益

事　　項 限度額

前年度末までの支払義務発生
（見込）額

当該年度以降の支払義務発生
予定額

左の財源内訳

6-汚水桝設置等業
務委託

35,000 ‐ ‐
令和6年度から
令和7年度まで

35,000 35,000
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議 案 第 12 号  

 

 

　 　 　 指 定 管 理 者 の 指 定 に つ い て  

 

 

　 下 記 の と お り 指 定 管 理 者 を 指 定 す る こ と に つ い て 、 地 方 自 治 法

（ 昭 和 22 年 法 律 第 67 号 ） 第 244 条 の 2 第 6 項 の 規 定 に よ り 、 議

会 の 議 決 を 求 め る 。  

 

 

記  

 

1　 管 理 を 行 わ せ る 公 の 施 設  

 

2　 指 定 管 理 者 と な る 団 体  

所 　 在 　 地 　 栃 木 県 宇 都 宮 市 宝 木 本 町 1474 番 地 5  

名 　 　 　 称 　 大 高 商 事 ・ 図 書 館 流 通 セ ン タ ー  共 同 事 業 体  

代 表 構 成 員 　 株 式 会 社 大 高 商 事 　 代 表 取 締 役 　 伊 原 　 修  

 

3　 指 定 の 期 間  

　 　 令 和 7 年 4 月 1 日 か ら 令 和 12 年 3 月 31 日 ま で  

 

 

　 　 令 和 6 年 11 月 28 日 提 出  

 

 

さ く ら 市 長 　 　 뤷 塚  隆  志 　 　 　  

 所 在 地 名 　 称

 さ く ら 市 櫻 野 1321 番 地 さ く ら 市 氏 家 図 書 館

 さ く ら 市 喜 連 川 439 7 番 地 1 さ く ら 市 喜 連 川 図 書 館
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議案第 13 号  

 

 

　　　市道路線の認定について  

 

 

　道路法（昭和 27 年法律第 180 号）第 8 条第 2 項の規定により、市道路

線を認定するため、議会の議決を求める。  

 

 

 

 

　　令和 6 年 11 月 28 日提出  

 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　さくら市長　　뤷 塚 隆 志

 整理  

番号
路　線　名 起　点 終　点

 1 市道 U1681 号 さくら市上阿久津 さくら市上阿久津
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諮問第 1 号 

 

人権擁護委員候補者の推薦について 

 

 

　人権擁護委員候補者に、下記の者を推薦したいので人権擁護委員法（昭

和 24 年法律第 139 号）第 6 条第 3 項の規定により、議会の意見を求め

る。 

 

記 

 

　住　　所　　　  

　 

　氏　　名　　　小堀　俊子 

　 

　生年月日　　　  

 

 

　　令和 6 年 11 月 28 日提出 

 

 

さくら市長　뤷 塚 隆 志　　　 
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報 告 第 1 号  

 

 

　 　 　 専 決 処 分 事 項 の 報 告 に つ い て  

 

 

　 地 方 自 治 法 （ 昭 和 22 年 法 律 第 67 号 ） 第 180 条 第 2 項 の 規 定 に

よ り 、 議 会 に お い て 指 定 さ れ て い る 事 項 に つ い て 、 別 紙 の と お り

専 決 処 分 を し た の で 報 告 す る 。  

 

 

　 　 令 和 6 年 11 月 28 日 提 出  

 

 

さ く ら 市 長 　 　 뤷  塚  隆  志 　 　 　

-101-



専決処分第 16 号 

 

専決処分書 

 

 

地方自治法第 180 条第 1 項の規定に基づき、議会の議決により指定さ

れた市長の専決処分事項について、次のとおり専決処分する。 

 

 

　　令和 6 年 10 月 7 日 

 

 

さくら市長　　뤷 塚 隆 志　　　 

 

 

　市は、令和 6 年 9 月 20 日に発生した事故による損害賠償の額を次のと

おり決定する。 

 

 

1　損害賠償の相手方 

　(1)　住所　  

　(2)　氏名　 　  

 

2　事故の概要 

令和 6 年 9 月 20 日午前 10 時 30 分頃、南小学校用務員が、刈払機で草

刈り作業中、飛び石で相手方宅に駐車していた乗用車フロントガラスを

破損させた。 

 

3　損害賠償の額 

　金 156,365 円
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報 告 第 2 号  

 

 

　 　 　 専 決 処 分 事 項 の 報 告 に つ い て  

 

 

　 地 方 自 治 法 （ 昭 和 22 年 法 律 第 67 号 ） 第 180 条 第 2 項 の 規 定 に

よ り 、 議 会 に お い て 指 定 さ れ て い る 事 項 に つ い て 、 別 紙 の と お り

専 決 処 分 を し た の で 報 告 す る 。  

 

 

　 　 令 和 6 年 11 月 28 日 提 出  

 

 

さ く ら 市 長 　 　 뤷  塚  隆  志 　 　 　
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専決処分第 18 号 

 

専決処分書 

 

 

地方自治法第 180 条第 1 項の規定に基づき、議会の議決により指定さ

れた市長の専決処分事項について、次のとおり専決処分する。 

 

 

　　令和 6 年 10 月 28 日 

 

 

さくら市長　　뤷 塚 隆 志　　　 

 

 

　市は、令和 6 年 9 月 2 日に発生した事故による損害賠償の額を次のと

おり決定する。 

 

 

1　損害賠償の相手方 

　(1)　住所　  

　(2)　氏名　 　  

 

2　事故の概要 

令和 6 年 9 月 2 日午前 9 時頃、栃木県さくら市喜連川 5726 番地 4（さ

くら市立喜連川中学校敷地内）にて立木 2 本が倒れ、隣接する水田の収

穫前の稲穂約 1.5 俵分を破損及び汚損させた。 

 

3　損害賠償の額 

　金 26,318 円
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報 告 第 3 号  

 

 

　 　 　 専 決 処 分 事 項 の 報 告 に つ い て  

 

 

　 地 方 自 治 法 （ 昭 和 22 年 法 律 第 67 号 ） 第 180 条 第 2 項 の 規 定 に

よ り 、 議 会 に お い て 指 定 さ れ て い る 事 項 に つ い て 、 別 紙 の と お り

専 決 処 分 を し た の で 報 告 す る 。  

 

 

　 　 令 和 6 年 11 月 28 日 提 出  

 

 

さ く ら 市 長 　 　 뤷  塚  隆  志 　 　 　
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専決処分第 19 号 

 

 

 

専　決　処　分　書 

 

 

 

地方自治法第 180 条第 1項の規定に基づき、議会の議決により指定された市

長の専決処分事項について、次のとおり専決処分する。 

 

 

 

　令和 6年 10 月 30 日 

 
 
 

さくら市長　뤷塚　隆志　　　 
 
 
　市は、令和 6年 2月 6日に発生した交通事故による損害賠償の額を次のとお

り決定する。 

 

 

１．損害賠償の相手方 

　　　住所　  

　　　氏名　  

 

２．事故の概要 

　　　令和 6年 2月 6日午前 10 時 40 分頃、生活環境課職員が相手方所有のア

パート のごみステーションから不燃ごみの回収

を終え、塵芥車を後進で旋回させたところ、ごみステーションに衝突し

た。 

 

３．損害賠償の額　　487,080 円 
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